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厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 

総括研究報告書 

社会保障制度の制度改正の政策効果及び人口減少と世帯の多様性に対応した 

社会保障制度・地域のあり方に関する研究 

 

研究代表者 菅原 琢磨 法政大学・経済学部・教授 

 

 

研究要旨 

本研究は「社会保障制度の制度改正の政策効果及び人口減少と世帯の多様性に対応した社

会保障制度・地域のあり方」をテーマとし、年金・医療・介護のほか、子育て支援及び就

労の両立支援に係る制度改正が経済主体に及ぼす影響に関する定量的な分析等を行い、地

域包括ケアシステム提供体制のあり方を含め総合的な政策提言を行うことを目的として

いる。マイクロシミュレーションモデル、時系列データ及び大規模な個票データに基づく

実証分析等の手法を用いて、主として以下の 3つの研究領域を柱として推進する。 

・年金・医療・介護の制度改正及び地域包括ケアシステムに関する研究 

・社会保障財源・子育て支援の制度改正と雇用・賃金に関する研究 

・後発医薬品利用促進策と後発品利用状況の地域格差の研究 

全体として各研究分野において事業初年度はデータ入力、データセットの作成、先行研究の

レビュー並びに予備的推定作業に多くの時間を割いたが、各領域で政策的にも重要ないくつ

かの興味深い含意が得られた。 

 

(研究分担者氏名・所属機関・職名) 

小椋正立 法政大学・経済学部・名誉教授 

酒井 正 法政大学・経済学部・教授 

稲垣誠一 国際医療福祉大学・総合教育センター・教授 

濱秋純哉 法政大学・経済学部・准教授 

小黒一正 法政大学・経済学部・教授 

 

Ａ．研究目的 

 人口減少・少子高齢化が急速に進むなか、

財政・社会保障の持続可能性を高める観点

から様々な社会保障改革が行われてきた。

今後、2017 年度までは「持続可能な社会保

障制度の確立を図るための改革の推進に関

する法律」に基づく制度改正が行われる。

制度改革の方向性等の見定めには根拠に基



4 
 

づく現状認識と、これまでの制度改正に係

る政策効果を評価する必要があるが、未だ

不十分な点も多い。 

そこで本研究では「社会保障制度の制度

改正の政策効果及び人口減少と世帯の多様

性に対応した社会保障制度・地域のあり方」

をテーマとし、年金・医療・介護のほか、

子育て支援及び就労の両立支援に係る制度

改正が経済主体に及ぼす影響に関する定量

的な分析等を行い、地域包括ケアシステム

提供体制のあり方を含め総合的な政策提言

を行うことを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

１）個別研究 

マイクロシミュレーションモデル、時系

列データ及び大規模な個票データに基づく

実証分析等の手法を用いて、主として以下

の 3つの研究を柱として推進する。 

・年金・医療・介護の制度改正及び地域包

括ケアシステムに関する研究 

・社会保障財源・子育て支援の制度改正と

雇用・賃金に関する研究 

・後発医薬品利用促進策と後発品利用状況

の地域格差の研究 

 

２）包括的かつ総合的な政策提言 

メンバー以外の有識者や政策担当者とも

定期的に意見交換等を行い、総合的な課題

解決手法の提案と政策提言をおこなうこと

を目指す。 

平成 27 年度は、6 月と 12 月に財務省・

厚生労働省の政策担当者、外部有識者の多

数参加のもと「法政大学社会保障研究会」

を開催し、進行中の研究報告ならびに現況

の政策動向に関する報告を受け参加者全体

で活発な討論をおこなった（添付資料）。 

 

（倫理面への配慮） 

該当しない 

 

Ｃ（D）．研究結果・考察 

全体として各研究分野において事業初年

度はデータ入力、データセットの作成、先

行研究のレビュー並びに予備的推定作業に

多くの時間を割いた。 

年金制度に関する研究では、マイクロシ

ミュレーションモデルを活用し、マクロ経

済スライドの本格的な実施や支給開始年齢

の引上げ、非正規雇用者の厚生年金適用の

拡大等の制度改革が行われた場合、それが

将来の高齢者の所得状況、貧困率に及ぼす

影響等を検証した。 

医療・介護分野では、在宅医療や地域包

括ケアシステムの推進が及ぼす影響等につ

き、地理情報システム（GIS）を用いた医療・

介護施設の最適配置の検討などの定量的分

析を実施した。 

また要介護認定の改正が認定率に与えた

影響や要介護認定取得の有無が家族介護者

の健康状態に与えた影響について検討する

とともに、要介護認定の地域格差とそれに

伴う家計負担に関する検証を実施するため、

今年度は、家族介護の負担感を規定する諸

要因の分析と、要介護者の「うつ」に関わ

る要因の基礎的な分析を行った。 

また子育て期の女性の教育水準と賃金・

雇用形態との関係についての研究の予備的

推定では男女雇用機会均等法によって大卒

女子の婚姻率の低下が確認された。 

さらに公表データに基づき、都道府県レ

ベルで後発医薬品利用率の地域格差の検証
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をおこない後発品利用率に有意な影響を及

ぼす社会経済的要因を探った。 

 なお、各々の研究分野の結果・考察は、

本総括研究報告書に続く、各分担研究報告

書を参照されたい。 

 

Ｅ．結論 

各研究分野で今年度得られた結論の概要

は以下の通り。 

・非正規雇用者の厚生年金適用の拡大を

行った時の高齢者の貧困率に及ぼす影響の

推計を行った。その結果、220 万人拡大ケ

ースではほとんど効果はなく、1200 万人拡

大ケースでも、超長期的にはかなりの効果

があるものの、中長期的な効果はほとんど

ないことが明らかとなった（稲垣（2015））。 

・特定地域の介護施設情報の空間配置に

ついてのデータ入力を行いつつ、段階的に

分析を実施した。６５歳以上人口密度と一

人当たり老人福祉費の関係性等に対する簡

易分析については、小黒（2015）に掲載し

た。 

・「国民生活基礎調査」の世帯票及び健康

票の個票を用い、要介護認定の改正が認定

率に与えた影響や要介護認定取得の有無が

家族介護者の健康状態に与えた影響につい

て検討するとともに、要介護認定の地域格

差とそれに伴う家計負担に関する検証を実

施する予定であり、事業初年度は、家族介

護の負担感を規定する諸要因の分析と、要

介護者の「うつ」に関わる要因の基礎的な

分析を行った。 

・子育て支援策が女性の就業に及ぼす影

響について、近年の実証研究を中心にサー

ベイを行った。女性が子育てと仕事を両立

させたとしてもその仕事が低賃金であれば、

男女間の賃金格差は縮まらない。このこと

の影響がどの程度であるか検証を進行中で

ある。 

・社会保険料の事業主負担が賃金にどれ

ほど転嫁されているかを，健康保険組合連

合会『健康保険組合事業年報』の組合別パ

ネルデータを用いて分析するための準備を

実施した。具体的には，説明変数の一つに

事業主保険料率を含む賃金関数を推定する

ことになるが，保険料率の内生性に対処す

るために，保険料率が外生的に変化するよ

うな「自然実験」と見なせる状況を探索し

た。 

・厚生労働省や総務省、自治体等の公表

データをデータセット化し、都道府県レベ

ルの後発医薬品利用率の差を説明するクロ

スセクション分析をおこなった。高齢化率

や県民所得、都道府県の財政状況等、各地

域特性を説明変数として導入し、概ね先験

的に予想した仮説が妥当することを確認し

た。 

 

F. 健康危険情報 

該当情報なし 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

Seiritsu Ogura. International Long Term 

Care Policy Network 2016 Conference, 

London School of Economics, September 

4-7（Forthcoming） 

 

Linda Edwards, Takuya Hasebe, and Tadashi 

Sakai (2015) “Education and Marriage 

Decisions of Japanese Women and the Role of 

the Equal Employment Opportunity Act” 
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City University of New York Graduate Center, 

Ph.D. Program in Economics, Working Paper 

No.7 

 

稲垣誠一（2015）「年金改正・物価上昇が将

来の高齢世帯の貧困にもたらす影響」『貧困

研究』第 15 号, 明石書店, pp.34-44。 

 

稲垣誠一（2016）「第 3号被保険者制度廃止

の財政影響と貧困率の将来見通し」『日本年

金学会誌』35，pp.30-35。 

 

濱秋純哉（2015 年 8月），‟The incidence of 

health insurance costs: Empirical 

evidence from Japan“,第 7 回マクロ政策

分析研究会（於鹿児島大学）. 

 

小黒一正(2015) 「人口減少・超高齢化を乗

り切るための地域包括ケア・コンパクトシ

ティ構想－財政の視点から－」財務総合政

策研究所 『「持続可能な介護に関する研究

会」報告書』.  

 

小黒一正(2015) 「第 10 章 人口減少・超

高齢化を乗り切るための地域包括ケア・コ

ンパクトシティ構想－財政の視点から－」

加藤久和・財務省財務総合政策研究所編『超

高齢社会の介護制度―持続可能な制度構築

と地域づくり』中央経済社 

 

2. 学会発表 
Seiritsu Ogura and Bernard van den 
Berg(2016),“How to measure Family 
Caregiver’s Experience with Long-Term 
Care in Traditional East-Asian 
Societies: An Example of Adjusting the 
Caregiver Reaction Assessment Scale 

Using Japanese Data”, pp.127-172, 
Chapter 7, in M.Jakovljevic(ed), Health 
Economics and Policy Challenges in 
Global Emerging Markets, Nova Science 
Publishers, New York.  
 
小椋正立・バーナードバンデンバンーグ
(2016),「高齢者の家族介護者の負担感の調
査 票 と し て の 日 本 語 版  Caregiver 
Reaction Assessment について」 『医療
経済研究』10 周年記念号掲載予定 

 

T.SUGAHARA. “What are the Determinants 

of Generic Drugs Share among Regional 

Difference.” At 48th Asia-Pacific 

Academic Consortium for Public Health 

Conference (APACPH), Sep16-19, Tokyo, 

JAPAN (Forthcoming). 

 

稲垣誠一「第 3 号被保険者制度廃止の財政

影響と貧困率の将来見通し」第 35 回日本年

金学会総会・研究発表会、JJK 会館、2015

年 10 月 29 日。 

 

小黒一正「人口減少・超高齢化を乗り切る

ための地域包括ケア・コンパクトシティ構

想―財政の視点から―」第 44 回・日本医療

福祉設備学会シンポジウム「「持続可能な介

護」を実践する社会を目指して」報告、東

京ビッグサイト、2015 年 11 月 25 日。 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況       

1. 特許取得 

  なし 

2. 実用新案登録 

  なし 

3. その他   

なし
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厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 

分担研究報告書 

 

後発医薬品利用率の地域格差の要因分析 

 

研究分担者 菅原 琢磨 法政大学・経済学部・教授 

 

 

研究要旨 

我が国では現在、「経済財政運営と改革の基本方針 2015（平成 27 年 6月 30 日閣

議決定）」にもとづき後発医薬品の数量シェアの目標値の達成（平成 29 年央に

70％以上、その後なるべく早期に 80％以上等）に向け、後発医薬品の一層の使

用促進がなされている。しかし実際には地域により後発医薬品の利用率には差が

認められている。本研究ではこれらの利用率の差異がどのような要因によっても

たらされているか検討する。今年度は後発医薬品利用率の差異を都道府県レベル

で把握し、都道府県の社会経済的要因を説明変数として採用、分析したところ、

県民所得や高齢化の程度が後発医薬品利用率に有意な影響を及ぼしている可能

性があることが示された。 

 

 

Ａ．研究目的 

 我が国では現在、「経済財政運営と改革

の基本方針 2015（平成 27 年 6 月 30 日閣

議決定）」にもとづき後発医薬品の数量シ

ェアの目標値の達成（平成 29 年央に 70％

以上、その後なるべく早期に 80％以上）

に向け、後発医薬品の一層の使用促進がな

されている。後発医薬品の利用促進は増高

する医療費を適正化する方策の大きな柱

の一つとなっており、今後、保険者がおこ

なうべき効率的な医療提供への働きかけ

に関する事項でも後発医薬品の使用促進

に対する取り組みが取り上げられている。 

 後発医薬品の数量シェアについては調

剤レセプトを用いた「調剤メディアス」の

データにおいて平成25年10月の全都道府

県平均 47.8％から平成 27 年 9 月には

59.2％まで上昇するなど着実な向上が認

められる。一方で各都道府県別の利用状況

を確認すると平成 27 年 9 月時点で沖縄県

が 70％強に達しているのに対し徳島県が

50％程度に留まるなど地域格差の存在が

伺われる。今後一層の後発医薬品の利用促

進を図るうえでは、後発医薬品の利用率に
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影響を与える要因を特定し、併せてその影

響度を把握しておくことがきわめて重要

である。本研究では、このような課題認識

のもと後発医薬品の利用率に影響を与え

る要因とその程度を明らかにしたうえで、

後発品利用率を一層向上させるための方

策について含意を得ることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

公表されている「調剤メディアス」のデ

ータ（平成 27 年 9 月）を用いて都道府県

別の後発医薬品利用率を把握する。また各

都道府県別に「一人当たり県民所得」、「高

齢化率」、「都道府県財政状況（負債/GDP

比）」、「所得不平等度（ジニ係数）」などの

社会経済的要因を収集したうえで、後発医

薬品の利用率に有意な影響を及ぼしてい

るか、クロスセクション・データに対する

回帰分析をおこなった。 

（倫理面への配慮） 

該当しない 

 

Ｃ．研究結果 

都道府県レベルの回帰分析の結果では、

「一人当たり県民所得」ならびに「高齢化

率」はともに後発医薬品利用率に対し、負

で統計的に有意（5％水準）な影響を及ぼ

すという結果となった。また「都道府県財

政状況（負債/GDP 比）」は正で有意（10％

水準）となった。 

 

Ｄ．考察 

「一人当たり県民所得」が後発医薬品利

用率に負の影響を与えているとの結果は、

所得制約が厳しいほど相対的に安価な後

発医薬品の利用が増加すると考えられる

ため理論仮説とも整合的である。その他の

要因を一定としたうえで、「高齢化率」そ

のものが後発品利用率にどのような影響

を及ぼすかについては必ずしも先験的に

明らかではなかったが、本分析では「高齢

化率」の上昇は後発品利用率に負の影響を

及ぼす可能性が示唆された。「所得」とい

ったその他条件を一定と仮定すれば、高齢

者ほど後発医薬品への転換（スイッチ）が

困難なのかもしれない。長年処方された医

薬品に対する「使い慣れ」が高齢者ほど強

く発現する状況がこの結果の背景にある

可能性も指摘できよう。また相対的に財政

状況が厳しく負債比率の高い都道府県ほ

ど後発医薬品の利用率は高くなることが

示唆された。より詳細なデータで検証する

必要があるが、財政状況の厳しい自治体ほ

どより積極的に後発医薬品の利用促進を

図っている可能性がある。 

 

Ｅ．結論 

後発医薬品の利用促進は増高する医療

費を適正化する方策の大きな柱の一つと

され、政府は高い目標値を掲げ、その達成
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に尽力している。後発品利用率に都道府県

別に地域差があることに注目し、その影響

要因を探ったところ、「一人当たり県民所

得」、「高齢化率」、「都道府県財政状況（負

債/GDP 比）」などが有意な影響要因である

ことが示唆された。個人、或いは自治体レ

ベルの厳しい財政制約が、相対的に安価な

後発医薬品利用への強い動機付けとなっ

ていることが伺われた。それと同時に今後、

後発医薬品の利用率を遍く一層向上させ

るためには、特に高齢者に対して、経済的

側面のメリットだけでなく、先発医薬品と

の同質性、後発医薬品利用の社会的意義な

どをより丁寧に周知、啓蒙していく必要が

あると考えられる。 

 

F．研究発表 

1. 論文発表 

 なし 

 

2. 学会発表 

T.SUGAHARA and T.NAMBU.“What are 

the Determinants of Generic Drugs 

Share among Regional Difference.” 

At 48th Asia-Pacific Academic 

Consortium for Public Health 

Conference (APACPH), Sep16-19, 

Tokyo, JAPAN (Forthcoming). 

 

G ． 知的財産権の出願・登録状況       

（予定を含む。） 

1. 特許取得 

  なし 

2. 実用新案登録 

  なし 

3. その他 

  なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27年度 厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業(政策科学推進研究事業)） 
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分担研究報告書 

高齢者の家族介護者の負担感の調査票としての日本語版  

Caregiver Reaction Assessment について 

研究分担者 小椋 正立 法政大学・経済学部・名誉教授 

 

研究要旨 

家族介護の分析には、プラスとマイナスの両面を捉えた心理尺度が必要である。欧米に

おいて、こうした尺度の一つとして良く用いられている Caregiver Reaction Assessment

の全 24 問の質問票が、わが国の一般の家族介護者について、妥当性と信頼性を持つ条件を

検討した。 

 

A．研究目的 

高齢者の家族介護は単なる負担ではなく、

愛情と信頼に基づいた自発的な奉仕でもあ

る。このため、家族介護の分析には、プラス

とマイナスの両面を捉えた心理尺度が必要

であると考えられ、欧米においては、こうし

た尺度の一つとして Caregiver Reaction 

Assessmentの全24問の質問票が良く用いら

れている。わが国の一般の家族介護者につい

ても、CRA の質問票が妥当性と信頼性を持つ

条件を検討した。 

 

B．研究方法 

小椋研究分担者は、２０１１・１２年に
家族介護の負担感に関するインターネッ
ト調査の一部として独自の日本語版CRAの
質問票データを収集しており、今回、その
データに、先行研究を参考にしながら、探
索的因子分析と確認的因子分析を行った。 
 
（倫理面への配慮） 

分析結果の報告については、個人情報の秘匿

に、細心の注意を払っている。 

 

C．研究結果 

欧米の先行研究では、CRA 質問票から、健

康への影響(—)、日常生活への影響（—）、経

済的負担（—）、家族のサポートに対する不満

（—）、ケアの受け止め（＋）という５つの因

子が抽出されている。上記の日本の家族介護

者のデータの探索的因子分析から得られた

のは、健康への影響と日常生活の影響が一体

となった４因子モデルである。このモデルに

おいては全２４問のうち有効な質問数は２

１問であった。さらに確認的因子分析によっ

て、この４因子・21 問モデルは、心理尺度

として最低限の適合度をクリアすることが

示された。 

D．考察 及び E．結論 

さらにサンプルを「実の親」または「義理

の親」を介護する「女性」に絞ってグループ
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間の測定不変性に関する分析を行った。この

結果、適合度を上げ、４つの因子すべてにグ

ループ間の「測定単位の不変性」を持たせる

ためには、18 問・４尺度モデルが有効であ

ることを示すことができた。したがって、こ

の二つのグループの介護負担感について、日

本語版 CRA の四つの尺度を用いた比較分析

が可能である。 

 

F．研究発表 

 1. 論文発表  

International Long Term Care Policy 

Network 2016 Conference, London 

School of Economics, September 4-7

において発表予定 

 

2. 学会発表  

Seiritsu Ogura and Bernard van den 
Berg(2016),“How to measure Family 
Caregiver’s Experience with 
Long-Term Care in Traditional 
East-Asian Societies: An Example of 
Adjusting the Caregiver Reaction 
Assessment Scale Using Japanese 
Data”, pp.127-172, Chapter 7, in 
M.Jakovljevic(ed), Health Economics 
and Policy Challenges in Global 
Emerging Markets, Nova Science 
Publishers, New York     

 

小椋正立・バーナードバンデンバンー

グ(2016),「高齢者の家族介護者の負担

感 の 調 査 票 と し て の 日 本 語 版 

Caregiver Reaction Assessment につ

いて」 『医療経済研究』10 周年記念

号掲載予定 

 

G．知的所有権の取得状況の出願・登録状況 

 1. 特許取得 なし 

 2. 実用新案登録 なし 

 3. その他  なし 
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平成 27 年度 厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業(政策科学推進研究事業)） 

分担研究報告書 

子育て期の女性の教育水準と賃金・雇用形態との関係についての研究 

研究分担者 酒井正 法政大学・経済学部・教授 

 

研究要旨 

この四半世紀、30～40 代の女性の就業率は上昇して来ているが、それらは専ら非正規雇用の

拡大によるものであることが指摘されている。女性が子育てと就業を両立させ得たとしてもその

仕事が低賃金であれば、子どもを持つことを躊躇する可能性がある。特に、高い技能を持つ女性

まで、結婚・出産を経ることで大きな賃金の低下を経験しているならば問題である。予備的な分

析からは、1985 年に制定された男女雇用機会均等法によって、特に大卒女性において婚姻率の

低下が見られたことが確認された。大卒女性にとって育児の機会費用が高まっていることが示唆

される。技能水準（教育水準）別に育児期の女性の就業（再就業）の実態を把握する必要がある。 

 

A．研究目的 

この四半世紀、30～40 代の女性の就業率は

上昇して来ているが、その多くが非正規雇用

としての就業の拡大によるものであることが

指摘されている。つまり、依然として女性は

結婚や出産を機に正規の仕事を辞めているが、

後に（非正規雇用として）再就職することが

以前より多くなっているということである。

女性がこのような形で子育てと就業を両立さ

せ得たとしても、その仕事が非正規雇用とい

う形態であれば低賃金である可能性が高い。

そのことは、結果として一部の女性に子ども

を持つことを躊躇させる可能性がある。はた

して、女性の就業率の上昇に伴って女性の相

対的な賃金は上昇しているのだろうか。女性

の就業率が上昇していたとしても、それが低

技能の女性の就業拡大によるものであれば、

女性の就業者の平均賃金は上がらない。本研

究では、30～40 代の女性の再就業を念頭に、

どのような技能水準（教育水準）の女性の就

業が拡大して来ているのか、また、どのよう

な雇用形態で再就職しているのか明らかにす

る。 

 

B．研究方法 

 本研究課題の初年度である今年度は、子育

て支援策が女性の就業に与える影響に関する

先行研究のサーベイを行った。同時に、予備

的な分析として、家計経済研究所の「消費生

活に関するパネル調査」に基づいて、男女雇
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用機会均等法の施行によって女性の進学決定

と婚姻率がどのような影響を受けたかを確か

めた。今後は、公刊統計も併用したうえで、

マイクロ・データに基づいた分析を行う。 

（倫理面への配慮） 該当しない． 

 

C．研究結果 

ニューヨーク市立大学の Linda N. Edwards、

上智大学の長谷部拓也と共同して行った予備

的な分析からは、1985 年の男女雇用機会均等

法の制定には、女性の大学への進学を加速さ

せる効果は無かったものの、大卒女性の婚姻

率を低下させる効果があったことが見出され

た。女性のキャリアの機会が拡大したことで、

結婚が遅くなった可能性がある。 

また、文献サーベイからは日本でも出産を

経たことによる女性の賃金低下は観察される

ものの、どのような学歴の女性で賃金低下が

大きいのか、またどのような形で賃金低下が

起きているのかといったことについては必ず

しも明らかにされていないことがわかった。 

 

D．考察 及び E．結論 

男女雇用機会均等法の施行以降、大卒女性

の婚姻率が低下する傾向にあったとすれば、

大卒女性は以前より長く正規雇用として働き

続けていることになる。従って、大卒女性に

関しては、結婚・出産の機会費用が以前より

も高くなっている可能性がある。一方で、低

学歴の女性については、依然として結婚・出

産を機に仕事を辞めている可能性がある。そ

して、この者たちの再就業が非正規雇用とい

う形でなされていれば、女性全体の平均賃金

は押し下げられることになる。今後は、出産

を機にどの程度女性の賃金に変化が見られる

のか、変化が見られるとしたらどのような形

で見られるのかを、学歴別に検討する必要が

ある。 

 

F．研究発表 

 1. 論文発表  

Linda Edwards, Takuya Hasebe, and 

Tadashi Sakai (2015) “Education and 

Marriage Decisions of Japanese Women 

and the Role of the Equal Employment 

Opportunity Act” City University of 

New York Graduate Center, Ph.D. 

Program in Economics, Working Paper 

No.7 

2. 学会発表 なし 

 

G．知的所有権の取得状況の出願・登録状況 

 1. 特許取得 なし 

 2. 実用新案登録 なし 

 3. その他  なし 
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厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 

分担研究報告書 

 

年金・医療・介護の制度改革と世帯構成・所得格差に関する研究 

 

研究分担者 稲垣 誠一 国際医療福祉大学・総合教育センター・教授 

 

 

研究要旨 

非正規雇用者の厚生年金適用の拡大を行った時の高齢者の貧困率に及ぼす影響

の推計を行った。その結果、220 万人拡大ケースではほとんど効果はなく、1200

万人拡大ケースでも、超長期的にはかなりの効果があるものの、中長期的な効

果はほとんどないことが明らかとなった。 

 

 

Ａ．研究目的 

生涯未婚率や単身高齢者の増加といっ

た家族形態の変化、正規・非正規といった

就労形態の多様化等、社会保障を取り巻く

状況が急速に変化する中で、公的年金等の

制度改正が及ぼす影響の評価や予測を行

うことを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

マイクロシミュレーションモデルを活

用し、マクロ経済スライドの本格的な実施

や支給開始年齢の引上げ、非正規雇用者の

厚生年金適用の拡大等の制度改革が行わ

れた場合、それが将来の高齢者の所得状況、

貧困率に及ぼす影響等を検証する。 

（倫理面への配慮） 

該当しない 

 

Ｃ．研究結果 

非正規雇用者の厚生年金適用の拡大（厚

生労働省が示した二つの制度改正オプシ

ョン）を行った時の将来の高齢者の貧困率

に及ぼす影響の推計を行った。その結果、

220 万人拡大ケースではほとんど効果は

なく、1200 万人拡大ケースでも、超長期

的にはかなりの効果があるものの、中長期

的な効果はほとんどないことが明らかと

なった。 

 

Ｄ．考察 

公的年金について、非正規雇用者の厚生

年金の適用拡大については、足元の経済だ
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けでなく、将来の高齢者の年金水準に関し

ても、大きな効果があると期待されている。

確かに、超長期（2040 年頃以降）でみる

と、貧困率の低下に大きな効果があるが、

中長期（2040 年頃まで）ではほとんど効

果が見られない。 

これは、将来の貧困高齢者は、現在の国

民年金第 1号被保険者（非正規雇用者など）

に多いが、基礎年金制度が社会保険方式

（原則として、保険料の納付実績に対応し

た給付）を採用しているため、仮に近い将

来厚生年金に適用されたとしても、引退ま

での期間が短く、年金給付があまり増加し

ないためである。言い換えると、すでに低

年金・無年金がほぼ確定している中高年に

は効果がほとんどなく、若い世代には対し

てのみ大きな効果があるからである。 

したがって、超長期的には大きな効果が

あるが、中長期的にはほとんど効果が見ら

れない。 

 

Ｅ．結論 

公的年金制度の改革は、世代間格差の問

題もあり、若者を意識した議論が多く、将

来の所得代替率など超長期の給付水準が

議論の中心となっている。しかしながら、

貧困高齢者予備軍が多い中高年者への対

応の議論が十分になされておらず、中長期

の貧困率の見通しなど、そのためのエビデ

ンスも示されていない。 

また、過去にさかのぼって保険料を納付

する仕組みや基礎年金の資格期間の短縮

などが議論されているが、そもそも貧困高

齢者予備軍は保険料を追加納入する余裕

がなく、資格期間を短縮したとしても、無

年金が低年金になるだけであり、貧困率の

改善に寄与することは考えにくい。 

そのためには、基礎年金を社会保険方式

で設計することの是非など、根本的な議論

が必要であり、本研究で示したエビデンス

なども参考にして本格的に取り組まない

限り、近い将来、貧困高齢者（生活保護）

が急増し、大きな社会的な問題になること

が避けられないと考える。 

 

F．研究発表 

1. 論文発表 

 稲垣誠一（2015）「年金改正・物価上昇

が将来の高齢世帯の貧困にもたらす影響」

『貧困研究』第15号, 明石書店, pp.34-44。 

稲垣誠一（2016）「第 3 号被保険者制度

廃止の財政影響と貧困率の将来見通し」

『日本年金学会誌』35，pp.30-35。 

 

2. 学会発表 

 稲垣誠一「第 3号被保険者制度廃止の財

政影響と貧困率の将来見通し」第 35 回日

本年金学会総会・研究発表会、JJK 会館、

2015 年 10 月 29 日。 
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G ． 知的財産権の出願・登録状況       

（予定を含む。） 

1. 特許取得 

 なし 

2. 実用新案登録 

 なし 

3. その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（政策科学推進研究事業） 

平成 27 年度分担研究報告書 

 

社会保険料の帰着に関する研究 

 

研究分担者 濱秋 純哉 法政大学・経済学部・准教授 

 

研究要旨 

 本研究では『健康保険組合事業年報』の組合別パネルデータを用い，健康保険料の事業

主負担の賃金への転嫁の大きさを推定した。この推定を行う際には，被説明変数が賃金の

対数値，説明変数の一つに事業主の保険料率を含む賃金関数が推定されることが一般的で

あるが，被説明変数から説明変数への逆の因果によって，転嫁の大きさを正確に推定でき

ない可能性が指摘されている。そこで，本稿では，総報酬制導入による事業主保険料負担

の外生的な増加を利用して推定を行った。その結果，事業主負担の多くが賃金の低下を通

じて労働者に転嫁されることを示唆する結果が得られたものの，企業は保険料負担の転嫁

をすぐには行えず，総報酬制導入後から時間をかけて徐々に転嫁している可能性があるこ

とが分かった。 

 

A．研究目的 

 本研究の目的は，近年増加の一途を辿る

社会保険料負担が，賃金に与える影響を明

らかにすることである。社会保険料の多く

は，名目保険料率でみれば労使折半で負担

されているが，労働市場での需給の調整を

踏まえた「実質」で見れば，保険料負担の

賃金への転嫁を通じて負担が労働者側に偏

っている可能性がある。例えば，企業の保

険料負担が増加した場合，企業はこれを人

件費の増加と認識し，雇用を減らそうとす

るかもしれない。このとき，労働者が雇用

を失うよりも，賃金の低下を受け入れた方

が得策と判断すれば，企業の保険料負担の

増加は賃金の低下につながり，雇用の減少

はほとんど起こらない。 

 

B．研究方法 

 企業の保険料率は，賃金などの被保険者

の属性に影響を受けると考えられる。たと

えば，他の条件が一定であれば，賃金水準

の高い企業では保険料率を低く設定しても

十分な保険料収入を得ることができる。企

業の保険料負担の賃金への転嫁の大きさを
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正確に推定するためには，このような賃金

から保険料率への逆の因果を取り除く必要

がある。本研究では，2003 年 4月の総報酬

制導入により，健康保険料率の賦課対象が

月収だけでなく賞与にも広がった際に，財

政状況が悪い健康保険組合（以下，健保組

合）では保険料率を実質的に引き上げた可

能性があることに着目して分析を行った。

つまり，保険料率を賦課対象の拡大に見合

う分だけ引き下げないことで，実質的に保

険料率の引き上げを行うことができたわけ

である。もともと財政状況が悪く，保険料

率を引き上げたいと考えていた健保組合で，

総報酬制導入という（各健保組合の被保険

者の属性とは無関係の）外生的な出来事を

契機に引き上げられた保険料率の変化を用

いて推定を行えば，上記の逆の因果の問題

をクリアできる可能性がある。 

 

C（D）．研究結果及び考察 

 本研究では，2001 年から 2007 年までの

健保組合別のパネルデータを用いて分析を

行った。すると，総報酬制導入を契機とし

た保険料負担の増加は，時間をかけて徐々

に賃金に転嫁されたことを示唆する結果が

得られた。本研究の分析対象期間は物価上

昇率の低い時期であり，このような状況下

では実質賃金の引き下げによる賃金の調整

が難しいため，賃金への転嫁に時間がかか

るのかもしれない。もしそうなら，少なく

とも短期的には保険料負担の増加分は企業

の負担となっていた可能性がある。したが

って，近年の医療保険制度改革による健保

組合に対する拠出金負担の引き上げは，企

業活動を短期的には阻害することもあり得

るため，このような影響も踏まえて制度改

革を行っていく必要があると言える。 

 

E．結論 

健康保険料の事業主負担の大半が時間を

かけて賃金に転嫁されていることが示唆さ

れる。 

 

F．研究発表 

 1.論文発表 

 2015 年 8 月，第 7回マクロ政策分析研究

会（於鹿児島大学） 

   （資料参照） 

 2.学会発表 

  なし 

 

G.知的所有権の取得状況の出願・登録状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

   なし 

3.その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 

分担研究報告書 

 

人口減少・超高齢化を乗り切るための地域包括ケア・コンパクトシティ構想 

 

研究分担者 小黒 一正 法政大学・経済学部・教授 

 

 

研究要旨 

本研究では、「地域包括ケア・コンパクトシティ」構想を提唱し、それを推進する

ための財源スキーム案や推進した場合の財政面の効果（人口集約によるコスト節

減効果）を分析している。その結果、「地域包括ケア・コンパクトシティ」等によ

る人口集約政策の実行によって約2490億円の財源を節減できる可能性などが明ら

かとなった。 

 

 

Ａ．研究目的 

急速な人口減少・超高齢化が進む日本に

おいて、「財政問題」「急増する都市部高齢

者問題」「消滅の危機に直面する自治体問題」

といった 3つの問題に対応するため、「地域

包括ケアシステム」と人口集約を図る「コ

ンパクトシティ」との融合、すなわち、「地

域包括ケア・コンパクトシティ」構想を提

唱し、それを推進するための財源スキーム

案や推進した場合の財政面の効果（人口集

約によるコスト節減効果）を分析すること

を目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

「平成 24 年度 介護給付費実態調査」及

び「平成 22 年 国勢調査（都道府県・市区

町村別統計表）」等のデータから、市町村に

おける 65 歳以上人口密度と、認定者 1人当

たり介護給付費の関係や、市町村における

65 歳以上人口密度と 65 歳以上 1 人当たり

老人福祉費の関係などを分析し、一定の前

提の下、人口を集約化する政策を実行し、1

人当たり老人福祉費を特定の値まで低下さ

せることができた場合の節減可能性などを

試算する。 

（倫理面への配慮） 

該当しない 

 

Ｃ．研究結果 

介護関係のコストとして、介護給付費以

外のコストを考慮する場合、これらのコス

トには、老人ホームなど老人福祉施設にか

かる経費などが存在する。老人ホーム等の

老人福祉施設にかかる経費等は、市町村の

老人福祉費に含まれるが、「地域包括ケア・

コンパクトシティ」等による人口集約政策

の実行によって、市町村の老人福祉費の合

計は、年間・約 2490 億円のコスト節減でき
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る可能性などが明らかとなった。 

 

Ｄ．考察 

なお、上記とは別に、年金給付の 1％削

減で捻出した財源を活用し、地域包括ケア

システムの「受け皿」となる介護施設を整

備する方式も考えられる。これは、社会保

障予算の配分を見直すことで、高齢世代内

で再分配することを意味する。このとき、

有料老人ホームの建設データを参考に、1

戸（専有部分 20 平方メートル、共有部分

20 平方メートル）の建設費が 1300 万円（土

地代込み）との前提では、1 年間で 3.8 万

戸が供給可能な試算となる。4年で約 15 万

戸を供給できるので、2020 年に予測される

特養待機者 12.7 万人を十分に収容できる。

10 年では 38 万戸を供給でき、要介護度が

中重度の入所希望者のみでなく、軽度の介

護しか要しない高齢者にも対応することが

できる可能性もある。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、急速な人口減少・超高齢化

が進む日本において、「財政問題」「急増す

る都市部高齢者問題」「消滅の危機に直面す

る自治体問題」といった 3 つの問題に対応

するため、「地域包括ケアシステム」と人口

集約を図る「コンパクトシティ」との融合、

すなわち、「地域包括ケア・コンパクトシテ

ィ」構想を提唱し、それを推進するための

財源スキーム案や推進した場合の財政面の

効果（人口集約によるコスト節減効果）を

分析した。その結果、「地域包括ケア・コン

パクトシティ」を推進するために想定した

年金給付 1％削減（＝約 5000 億円）で調達

した財源のうち、人口を集約する政策の実

行により、その半分の約 2490 億円の財源を

節減できる可能性などが明らかとなった。 

なお、「地域包括ケア・コンパクトシティ」

を推進するにあたっては、「空間選択の重要

性」「時間軸の重要性」「コンパクトシティ

推進施策の総合調整と拡充」といった課題

が存在すると考えられるが、急速に人口減

少・超高齢化が進む今こそ、空間選択や時

間軸などの重要性が増しており、縮減時代

の国土政策のあり方が問われている。その

際、人口減少により消滅の危機に直面する

自治体も多い状況では、地方分権一辺倒で

なく、全国の隅々までインフラを整備・維

持し、フルセットの行政サービスを提供す

るという発想は捨て、基礎的自治体のスリ

ム化を図りつつ、政策によっては中核都

市・広域自治体や国に権限を集中させるよ

うな試みも重要となってくると考えられる。 

 

F．研究発表 

1. 論文発表 

 小黒一正(2015) 「人口減少・超高齢化を

乗り切るための地域包括ケア・コンパクト

シティ構想－財政の視点から－」財務総合

政策研究所 『「持続可能な介護に関する研

究会」報告書』 

小黒一正(2015) 「第 10 章 人口減少・

超高齢化を乗り切るための地域包括ケア・

コンパクトシティ構想－財政の視点から－」

加藤久和・財務省財務総合政策研究所編『超

高齢社会の介護制度―持続可能な制度構築

と地域づくり』中央経済社 

 

2. 学会発表 

 小黒一正「人口減少・超高齢化を乗り切

るための地域包括ケア・コンパクトシティ
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構想―財政の視点から―」第 44 回・日本医

療福祉設備学会シンポジウム「「持続可能な

介護」を実践する社会を目指して」報告、

東京ビッグサイト、2015 年 11 月 25 日。 

 

G ． 知 的 財 産 権 の 出 願 ・ 登 録 状 況       

（予定を含む。） 

1. 特許取得 

 なし 

2. 実用新案登録 

 なし 

3. その他 

 なし 
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The incidence of health insurance costs: 
Empirical evidence from Japan

第7回マクロ政策分析研究会

法政大学経済学部，濱秋純哉

2015年8月18日（火）@鹿児島大学

【添付資料：研究分担者 濱秋純哉】

 

2

社会保険料の負担に関する議論（1）

高齢化の進展による社会保険料負担の高まり
に伴い，企業側から高水準の負担を懸念する声
があがっている。

日本経済団体連合会の「今次年金制度改革について
の意見」（2003年9月）
「保険料の引き上げは，企業の活力を奪い，経済活
性化を阻害し，さらには企業の雇用維持努力に悪影響
を生じさせるため，安易に行うべきでない」

 

3

社会保険料の負担に関する議論（2）

保険料の（事業主）負担がそのまま企業利益の
減少になるという見方は必ずしも正しくない。

保険料の事業主負担は，企業にとっては人件
費の一部だから，事業主負担が増えれば労働
需要が減少し，労働市場での需給が変化する。

労働市場での需給の変化を通じて賃金が変化
することで，企業だけではなく労働者が実質的
な負担をすることもあり得る。
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社会保険料の負担に関する議論（3）

賃金が低下する場合，事業主負担が労働
者に転嫁されていることを意味する。
市場での賃金調整を考慮した上で，社会保険料
の実質的な負担者が誰なのかを検討する分析
を，帰着分析と呼ぶ。

 

5

社会保険料の帰着分析とは（1）

社会保険料の帰着
税の帰着と同様に，事業主負担でも労働者負担で
も，実質的な帰結（企業の総人件費，労働者の手
取り賃金）に違いは無い。

労働需要と労働供給のうち，賃金に対してより非弾
力的な方が，社会保険料を多く負担する。

とくに，労働供給の弾力性がゼロ（労働供給曲線が
垂直）の場合，保険料負担は全て賃金に帰着（日
本の労働市場はこのケースに近いと考えられる）。
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賃金

保険料負担

労働者の
手取り賃金

事業主の
人件費

雇用量新たな
雇用量

当初の
雇用量

図1.労働供給の賃金弾力性が大きい場合 図2.労働需要の賃金弾力性が大きい場合

S

D

賃金

保険料負担

労働者の
手取り賃金

事業主の
人件費

雇用量新たな
雇用量

当初の
雇用量

S

D
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賃金

事業主
の保険
料負担

新たな市場賃金

当初の市場賃金

雇用量

図3. 労働供給が非弾力的な場合

労働供給曲線

労働需要曲線

雇用量

事業主の保
険料負担分
だけ賃金が
低下
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社会保険料の帰着分析とは（2）

社会保険料が税と異なる点は，負担と給
付が明確な対応関係を持つ点。
労働者が事業主の保険料負担を自分への給付
の対価として評価するなら，保険料負担が増加
した場合，労働供給曲線は右方シフトし負担の
増加分だけ賃金が低下する。
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S1

D1D2

S2

事業主負担増加
後の均衡賃金

当初の
均衡賃金

図4. 社会保険の給付と負担に対応関係がある場合

賃金

雇用量雇用量
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先行研究の整理（1）
実証研究で焦点になっているのは，｢事業主負
担が市場賃金に与える影響」であり，以下の値
が推定されている。

 w：市場賃金，tf ：事業主保険料率， te：労働者保険料率，
 ηd：労働需要の賃金弾力性， ηs：労働供給の賃金弾力性，
 a：保険料の労働者負担分のうち労働者が給付の便益を感じない割合，
 q：保険料の事業主負担分のうち労働者が給付の便益を感じる割合。

以下の賃金関数のβ（ ）を推定。

保険料率が1%ポイント
変化した時に，賃金が
何%変化するか表す。
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先行研究の整理（2）

社会保険料の賃金への転嫁の大きさに関する
日本の実証研究

産業別の年次パネルデータ（健康・年金・雇用の各保
険の料率の合計を利用）

 Tachibanaki and Yokoyama (2008)，Hamaaki and Iwamoto (2010)

労働者の属性別に集計された年次パネルデータ（介護
保険制度創設を自然実験として利用）

酒井(2006, 2009)，酒井・風神 (2007)

健康保険組合別の年次パネルデータ
 Komamura and Yamada (2004)，岩本・濱秋 (2006, 2009)
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先行研究の整理（3）

社会保険料の賃金への転嫁の大きさを推定し
た近年の実証研究の結果

 Komamura and Yamadaについては，（他の条件
が一定なら）賃金が高い企業は保険料率が低
いという逆の因果によって，転嫁の大きさが過
大に推定される可能性が指摘されている。

− .

転嫁なし
（ = 0）

完全な転嫁
（ = −0.01） 事業主負担の

賃金への転嫁
の大きさ

Komamura and 
Yamada (2004)

Tachibanaki and 
Yokoyama (2008)

岩本・濱秋
(2006, 2009，2010)
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研究の目的と概要

先行研究の推定結果にばらつきのある社
会保険料の賃金への転嫁の大きさを明ら
かにする。

賞与と月収への転嫁を別々に推定する。

総報酬制導入による事業主保険料率の大きな変化を
利用して，賃金への転嫁の大きさを推定する。

その際に，総報酬制導入からの時間の経過に伴い，
徐々に事業主の保険料負担が賃金に転嫁される傾向
がみられるか検証する。
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総報酬制とは？

 2003年4月から，それまで月収のみに課さ
れていた保険料が，賞与にも課されるよう
になった。
導入以前と保険料負担が大きく変わらないよう
に，名目保険料率は引き下げられた。

総報酬制導入後に，企業・労働者の保険料負
担が高まったことが指摘されている（安部
[2006]，酒井 [2006]）。
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使用データ

 2001年から2007年までの『健康保険組合
事業年報』の組合別パネルデータ
『事業年報』は，各健保組合から国・都道府県に
提出される「組合管掌健康保険事業状況報告
（月報）」及び「収入支出決算概要表」に基づき，
健康保険組合連合会が作成。
全国のすべての健康保険組合が対象。
本研究では，2001年から2007年まで継続して存
続する1205組合のデータを用いる。
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健康保険組合とは？

 2007年以前の健康保険制度の姿

・健康保険組合とは，主
に大企業やそのグルー
プ企業の社員が加入す
る医療保険の運営主体。

・企業単独あるいは同業
種などの複数の企業が
共同で設立。

・すべての健保組合の被
保険者と被扶養者の合
計は約3000万人。

・保険料率は労使合計で
3%~9.5%の範囲内で組
合ごとに定められる。
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記述統計
Table 1. Descriptive statistics
Financial year 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

Standard monthly remuneration (real; 1000 yen) 372.25 373.05 375.59 379.18 381.65 381.30 381.89
(69.85) (70.69) (73.97) (77.13) (78.55) (78.32) (82.32)

Employers' contribution rate (%) 5.306 5.255 4.579 4.614 4.621 4.596 4.593
(0.703) (0.677) (0.693) (0.704) (0.686) (0.669) (0.663)

Average age of insurees 40.3 40.5 40.7 40.9 41.0 41.2 41.3
(3.377) (3.341) (3.291) (3.22) (3.202) (3.218) (3.176)

Number of insurees 9642 9536 9474 9547 9749 10055 10367
(18306) (18274) (18392) (18783) (19480) (20584) (21699)

Industry dummies
    Chemical industry 0.105 0.105 0.106 0.107 0.107 0.107 0.107
    Ceramics, stone and clay industries 0.016 0.016 0.016 0.016 0.016 0.016 0.016
    Textile industry 0.021 0.021 0.020 0.019 0.019 0.019 0.019
    Machinery and apparatus industries 0.224 0.224 0.224 0.223 0.222 0.222 0.222
    Other manufacturing 0.081 0.082 0.082 0.081 0.081 0.081 0.081
    Metal mining industry 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002
    Transportation business 0.058 0.058 0.058 0.058 0.058 0.058 0.058
    Wholesale and retail trade 0.153 0.151 0.151 0.151 0.151 0.151 0.151
    Finance and insurance business 0.128 0.128 0.128 0.128 0.128 0.128 0.128
    Other business 0.162 0.163 0.163 0.164 0.165 0.165 0.165
    Offices of corporations or organizations 0.051 0.051 0.051 0.051 0.051 0.051 0.051
Number of HISs 1205
Note: Standard errors are in parentheses.
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総報酬制導入を利用しない推定（1）

まず，総報酬制導入による保険料率の変
化を利用せずに推定する。
月収と賞与をそれぞれ被説明変数とする二通り
の推定を行う。
統計的検定の結果，OLS推定，ランダム効果推
定よりも，固定効果推定が支持される。
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総報酬制導入を利用しない推定（2）
Table 4. Estimation results employing conventional approach without using TRS introduction

Dependent variable

Coeff. Coeff. Coeff. Coeff. Coeff. Coeff.

Employers' contribution rate (%) -0.0892 *** -0.0128 *** -0.0086 *** -0.1952 *** -0.1147 *** -0.073 ***
Average age of employees 0.0188 *** 0.0078 *** 0.0065 *** 0.0158 *** 0.0087 *** 0.0065
Number of insurees (ln) -0.001 -0.0284 *** -0.0629 *** 0.005 -0.0107 -0.1862 ***

Degree of incidence - - -0.0068 *** - - -0.0147 ***

R2 : within 0.1613 0.1823 0.4204 0.4251
      between 0.2162 0.0292 0.4774 0.1892
      overall 0.3986 0.2152 0.0305 0.4783 0.4669 0.2181

Breusch-Pagan Hausman Breusch-Pagan Hausman
10615.39 *** 510.25 *** 7703.96 *** 134.46 ***

Number of observations
Number of HISs

Notes: Standard errors are in parentheses. *** indicates statistical significance at the 1% level. Year dummies, industry dummies, and interaction terms of the
trend variable and industry dummies are included in the estimation but not shown for brevity. (The fixed effects model includes only year dummies and the
interaction terms of the trend variable and industry dummies.)

Random effects Fixed effectsOLS Random effects Fixed effects OLS

1205
6025

Standard monthly remuneration (ln) Bonus (ln)
(A) (B) (C) (D) (E) (F)
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総報酬制導入を利用しない推定（3）

事業主保険料率の係数に，「高い賃金⇒低い保
険料率」という逆の因果による下方バイアスが
生じている場合，事業主負担の賃金への転嫁
の大きさが過大に推定されてしまう。

月収と賞与に同じようにバイアスが生じていると
すると，社会保険料負担は賞与に対してより大
きく転嫁されている可能性がある。

事業主の保険料負担は，主に賞与の調整を通
じて賃金に転嫁されているのではないか。

 

21

総報酬制導入による保険料負担の増加（1）

酒井（2006）は，総報酬制導入による企業の保
険料負担の上昇を外生的なショックとみなして，
賃金への転嫁の大きさを推定。

wは総報酬額，Δtは総報酬制導入前後の事業主保険
料率の変化。

この式を『賃金センサス』の属性別集計データ（学歴・
企業規模・年齢階級別）を用いて推定した結果，βは有
意に負。しかし，係数の値は-0.41~-0.72であり，理論的
下限（-0.01）から大きく乖離。
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総報酬制導入による保険料負担の増加（2）

酒井（2006）では，賃金は政管健保や健保組合
加入者を含む労働者の平均値だが，健康保険
料率には健保組合が考慮されていない。

したがって，賃金と保険料率が正確に対応していない。

組合別データを使えば，組合間の豊富な保険料
率の変動を使って転嫁の大きさを推定できる。

賃金も保険料率も各健保組合の値。

総報酬制導入前後の各組合の保険料率の変化を用い
て転嫁の大きさを推定。
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組合別パネルデータから分かる情報

月収，賞与，事業主保険料率

総報酬制導入前の賞与額が分からない。

事業主保険料率
総報酬制導入後の各組合の事業主保険料率を，総報
酬制が導入されなかった（つまり，月収のみに保険料
率が課されていたら）と仮定した場合の値に直す。

2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007

賞与before 月収before 月収のみに保険料率

賞与after 月収after 月収と賞与に同一の保険料率

総
報
酬
制
の
適
用
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総報酬制導入後の仮想的な保険料率の計算

 仮想的な事業主保険料率： ∗

∗ 月収 月収 賞与

∗
月収 賞与

月収 
 総報酬制導入後の事業主保険料率（額）の変化

・仮想的な保険料率及
び保険料額が上昇。
⇒保険料率の実質的
引上。

・事業主保険料率の
0.3~0.4%の上昇は介
護保険制度導入に匹
敵する大きさ。

FY Average Median Average Median
2001 5.306 5.257 19.76 19.42
2002 5.255 5.222 19.61 19.19
2003 5.709 5.673 21.46 21.19
2004 5.778 5.774 21.89 21.78
2005 5.802 5.829 22.08 21.97
2006 5.773 5.803 21.97 21.99
2007 5.770 5.785 22.07 21.92

Total 5.628 5.612 21.26 20.97

Before TRS

After
introduction of

TRS

(A) (B)

Contribution rate (%)
Contribution amount

(real; 1000 yen)

 

0
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Change of employers' contribution rate from FY2002 to FY2003
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総報酬制導入前後の事業主保険料率の変化の分布

・総報酬制導入を機に
多くの組合で保険料率
の実質的引上が行わ
れた。

・保険料率が低下した
組合もあるため，保険
料率の変化のバリ
エーションは大きい。
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どういう組合が総報酬制導入後に保険料率を上げたか？

財政状況の悪い組合ほど，総報酬制導入
を契機に保険料率を引き上げた。
財政状況の悪さを表す「財源率」の係数が有意
に正。

月収の変化も総報酬制導入後の保険料率
の変化に影響。
月収の変化から保険料率の変化への逆の因果
が示唆される。
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どういう組合が総報酬制導入後に保険料率を上げたか？

事業主保険料率の変化の決定要因

Estimation method

Coeff.
Required contribution rate ("Zaigen ritsu ") in 2002 0.0193 ***

(0.002)
ln(Monthly wage in 2003/Monthly wage in 2002) -0.4491 ***

(0.105)
Change in the average age of insurees from 2002 to 2003 0.0173 **

(0.005)
ln(Number of insurees in 2003/Number of insurees in 2002) -0.0458

(0.034)
Number of HISs
Note: *** and ** denote statistical significance at the 1% and 5% levels,

Dependent variable=
ln(Employers' contribution rate in 2003/Employers contribution rate in 2002)

1205

OLS

Table 3. Determinants of the rate of change in employers' contribution rate following
TRS introduction
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月収から保険料率への逆の因果に対処

事業主保険料率の変化の操作変数として，総
報酬制導入前の財源率を用いる。
 Instrument relevance
総報酬制導入前の財政状況が悪い組合（＝財源率が高い）ほ
ど，導入後の保険料率の上昇幅が大きい。

 Instrument exogeneity
健保組合の現在の財政状況は，過去の長期にわたる組合運営
によって決まるので，現在の賃金の変化率とは相関しない。

総報酬制導入前の健保組合の財政状況は，導入前後の月収の
変化には直接影響を与えない（exclusion restrictionを満たす）。
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推定式

事業主保険料率

推定式

, , , , ,

before：2002年。
after：2003年～2007年の各年。

 

30

総報酬制導入の効果（1）

 OLS・IV推定ともに事業主保険料率の係数
は負で，ほぼ理論的に予想される範囲に推
定されているが，IV推定の場合は非有意。

OLS推定では，月収の変化から保険料率の変化へ
の逆の因果によって，係数に下方バイアスが生じ
ている可能性がある。

月収よりも賞与に転嫁されている可能性があるの
で，月収の変化率を被説明変数にした場合に，IV
推定で転嫁が非有意という結果でもおかしくはない。
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総報酬制導入の効果（2）

事業主保険料率の係数の絶対値は，階差
の幅を大きくするにつれて徐々に大きくな
る傾向が見られる。
賃金への転嫁が時間をかけて徐々に行われる
ことが示唆される。
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OLS推定

Table 6. Estimation results using TRS introduction: Difference estimation relative to 2002

Estimation method

Dependent variable=
Rate of change of standard monthly remuneration

Coeff. Coeff. Coeff. Coeff. Coeff.

Change of employers' contribution rate (%) -0.0013 -0.0046 ** -0.0067 ** -0.0080 ** -0.0107 ***
Change in insurees' average age 0.0024 * 0.0060 *** 0.0086 *** 0.0077 *** 0.0086
Lagged average age of employees -0.0007 *** -0.0008 ** -0.0006 -0.0009 * -0.0009 ***
Rate of change in number of insurees -0.0365 *** -0.0249 ** -0.0269 ** -0.0378 *** -0.0369 ***

Degree of incidence -0.0010 -0.0036 ** -0.0053 ** -0.0064 ** -0.0086 ***

Number of HISs
Notes: Standard errors are in parentheses. ***, **, and * indicate statistical significance at the 1%, 5%, and 10% levels, respectively. Industry
dummies are included in the estimation but not shown for brevity.

1205

(E)(D)(C)(B)(A)
OLS

5-years
difference
2002-2007

2-years
difference
2002-2004

3-years
difference
2002-2005

4-years
difference
2002-2006

1-year
difference
2002-2003

 

Estimation method

Dependent variable=
Rate of change of standard monthly remuneration

Coeff. Coeff. Coeff. Coeff. Coeff.

Change of employers' contribution rate (%) -0.0050 -0.0121 -0.0144 -0.0127 -0.0457 *
Change in insurees' average age 0.0027 ** 0.0062 *** 0.0084 *** 0.0077 *** 0.0088
Lagged average age of employees -0.0007 *** -0.0006 -0.0005 -0.0008 -0.0002 ***
Rate of change in number of insurees -0.0378 *** -0.0270 ** -0.0284 ** -0.0387 *** -0.0401 ***

Degree of incidence -0.0040 -0.0097 -0.0115 -0.0101 -0.0365 *

First-step estimation (IV coeff. only)
Required contribution rate ("Zaigen ritsu ") in 2001 0.0824 *** 0.0815 *** 0.0749 *** 0.0757 *** 0.0568 ***

Test for weak instruments
　　　　F-statistic of excluded instruments 37.86 *** 30.96 *** 22.82 *** 22.33 *** 12.29 ***

Number of HISs

Table 7. Estimation results using TRS introduction: Difference estimation relative to 2002

IV

1205
Notes: Standard errors are in parentheses. ***, **, and * indicate statistical significance at the 1%, 5%, and 10% levels, respectively. Industry
dummies are included in the estimation but not shown for brevity.

5-years
difference
2002-2007

4-years
difference
2002-2006

3-years
difference
2002-2005

2-years
difference
2002-2004

1-year
difference
2002-2003

(E)(D)(C)(B)(A)
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IV推定

 

34

結論

論文の目的：社会保険料の賃金への転嫁
の大きさを推定。
賞与と月収への転嫁の大きさを別々に推定。

事業主の保険料負担は，賞与の調整を通じて
賃金に転嫁されている可能性がある。

総報酬制導入による保険料負担の変化を利用
し，賃金への転嫁の大きさを推定。

賃金への転嫁が時間をかけて徐々に行われる
ことが示唆される結果が得られた。

 


